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上野校地

東京藝術大学の使命と目標
東京藝術大学は、その前身である東京美術学校、東京音楽学校の創立以来130余年間、我が国

の芸術教育研究の中枢として、日本文化の伝統とその遺産を守りつつ、西欧の芸術思想及び技
術を摂取、融合を図り幾多の優れた芸術家、中等教育から高等教育に亘る芸術分野の教育者・
研究者を輩出してきました。
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○世界最高水準の芸術教育を行い、
高い専門性と豊かな人間性を有した芸術家、芸術分野の教育者・研究者を養成する。

○国内外の芸術教育研究機関や他分野との交流等を行いながら、
伝統文化の継承と新しい芸術表現の創造を推進する。

○心豊かな活力ある社会の形成にとって芸術のもつ重要性への理解を促す活動や、
市民が芸術に親しむ機会の創出に努め、芸術をもって社会に貢献する。

東京美術学校 東京音楽学校

こうした歴史的経緯を踏まえ、我が国唯一の国立総合芸術大学として、創立以来の自由と創造
の精神を尊重し、我が国の芸術文化の発展について指導的役割を果たすことが、東京藝術大学の
使命であると考えています。
また、この使命の遂行のため、以下のことを基本的な目標としています。

取手校地

千住校地

横浜校地



第4期中期目標期間におけるビジョン

実現のための計画・方策

2

世界・社会で活躍するトップアーティストの戦略的育成の推進
芸術と社会との繋がりや異分野についての幅広い学修機会の整備、分野横断的なプログ
ラムおよび新しい専攻の整備、企業等との共同研究の機会の充実化

芸術の力による社会的課題の解決を実践する社会人のキャリアアップ支援
履修証明プログラムや企業人向けの研修プログラム等の充実化

国際感覚を持った人材の養成
海外一線級アーティストの指導機会や国際共同プロジェクトの拡充

学術研究の卓越性・多様性の強化と継承・発展
芸術の継承と新しい表現の創造の深化、芸術資源の保存・アーカイブ化の促進、多様な
人材が集う芸術分野の研究拠点の形成

産学官を越えた世界最高水準の国際的な芸術文化拠点の構築
世界各国の卓越した芸術大学・機関・団体との連携・交流・協力

芸術の価値の社会発信により投資を呼び込み教育研究を高度化する好循環
システムの構築
全国の地方自治体や産業界・関連機関との連携・協働の深化と、教育研究およびその成
果の発信・社会実装の推進

芸術の力による誰一人取り残さない包摂的な共生社会の実現
幅広い年代の市民が芸術に親しむ機会の充実化

強靭なガバナンス体制の構築
経営・運営の意思決定への監事や外部委員の参画、地方自治体や民間企業等と意見交換
する仕組みの構築

施設及び設備等の保有資産
「インフラ長寿命化計画」に基づく施設設備の運用、スペースチャージの拡大等による
土地建物の有効活用、デジタル空間上のキャンパス「東京藝大デジタルツイン」の整
備・活用の推進

教育・研究

社会との共創

大学運営

第4期中期目標期間（R4～R9年度）においては、本学の使命と目標を踏まえ、また、これか
らのあるべき社会・世界を見据え、我が国唯一の国立総合芸術大学として、社会変革を駆動す
る決定的な役割を担うべく、その機能を拡張しつつ、デジタル技術等も取り込みながら新たな
芸術領域を開拓し、芸術をより一層社会の中に接続させることで、「芸術の力による、または、
芸術と異分野との融合による、社会的課題の解決」を全学的に推進していくことを基本的な方
針として掲げています。

芸術の力による、または、芸術と異分野との融合による、社会的課題の解決

第4期におけるより詳細な目標・計画についてはこちら
[第4期中期目標・中期計画一覧] https://www.geidai.ac.jp/wp-content/uploads/2017/11/legal02ro_02ichiran_R04-R09_20220401.pdf

https://www.geidai.ac.jp/wp-content/uploads/2017/11/legal02ro_02ichiran_R04-R09_20220401.pdf
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学生数

国際交流

大学間交流協定締結機関 28カ国・地域
80機関

外国人留学生 37カ国・地域
333名

土地面積

校地 建物延 土地

上野校地 96,463㎡ 69,365㎡

取手校地 20,341㎡ 164,095㎡

横浜校地 4,667㎡ 1,927㎡

千住校地 6,546㎡ 4,045㎡

奈良・古美術研究施設 1,036㎡ 1,792㎡

松戸・国際交流会館 1,592㎡ 2,088㎡

東和・藝心寮 8,846㎡ 7,811㎡

愛住・美術愛住館 579㎡ 350㎡

合計 140,070㎡ 251,473㎡

所蔵品・楽器・蔵書

美術工芸品・標本・資料 30,498件
楽器 2,793点
蔵書冊数 411,524点
雑誌 5,082タイトル

教職員数

教員 251名

職員等 160名

合計 411名

学位授与数・修了者数・卒業者数

※学位授与数・修了者数・卒業者数は令和4年度実績
それ以外は令和5年5月1日現在の実績を示す

美術 音楽 映像 国際芸術創造 合計

学部 1,001名 999名 - - 2,000名

大学院（修士） 580名 280名 127名 30名 1,017名

大学院（博士） 161名 67名 17名 24名 269名

別科 - 46名 - - 46名

附属高等学校 - 110名 - - 110名

美術 音楽 映像 国際芸術創造 合計

学部 236名 219名 - - 455名

大学院（修士） 240名 113名 62名 11名 426名

大学院（博士） 26名 8名 4名 3名 41名

別科 - 21名 - - 21名

附属高等学校 - 39名 - - 39名

※論文博士を含む

東京藝術大学の基礎情報
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運営体制 ※令和4年4月1日現在



令和4年度の主なTOPIC
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Shared Campusにフルパートナーとして加盟
欧州、アジア7つの芸術系大学、芸術系学科を持つ総合大学が共同で立ち上げた国際的な教

育形態と研究ネットワークのための協力プラットフォームであるShared Campusに、フル
パートナーとして加盟しました。
同プラットフォームでは、世界的に重要な問題に取り組むには、国境や言語、文化的背景

の違いを超えた緊密な協力が不可欠であり、特に芸術は、この点で重要な役割を果たすこと
ができるという趣旨に基づき、加盟校の学生や研究者が世界の各地で、あるいはオンライン
空間上で多様な交流活動、共同研究・制作を展開し、短期・長期のプログラム、シンポジウ
ム、学術紙の発行など、地球規模の課題解決に向け、多種多様で分野横断的な取組を進めて
います。

社会との共創

地方自治体や産業界との連携による多様な研究・事業の展開
本学発のベンチャー企業である株式会社cotonが、東京都事業「大学発先端技術実装プロ

ジェクト」に採択され「西新宿5G Sounding Cityプロジェクト」を開始しました。
超高層ビルや立体的な交通インフラ整備など、時代の最先端技術が集約し実践される場所

として注目されている西新宿エリアにおいて、デジタル技術を活用したまちづくりを推進す
る西新宿スマートシティ協議会と連携し、当該エリアに関わる方々のQOLの更なる向上を目
的として、人の心や感情に直接働きかけ、人を動かす、音や音楽の特徴を活かした課題解決
型の研究を推進していきます。
＜プレスリリース＞

https://www.geidai.ac.jp/wp-content/uploads/2022/11/pressrelease20221111.pdf

企業・自治体等との包括連携協定の締結
令和4年度、下記の連携協定を新たに締結しました。

連携先 目的

株式会社小学館 アートと教育の力による共生社会の実現

三菱地所株式会社 芸術の力を人・企業・まちへ還元することによる社会課題の解決

愛媛県、石川県 アートを活用したまちづくりや地域活性化

東叡山寛永寺 寛永寺の持つ歴史的な文化資源と本学の持つ文化コンテンツの融合に
よる、活力ある地域づくりや人材育成・交流、地域社会の発展

共創の場形成支援プログラム(本格型)に本学の申請構想が採択

2023年度からの10年間にわたる大型プロジェクトとして、拠点に参画している36機関と共
に「文化的処方」の開発・実装に取り組み、超高齢社会の孤独・孤立の解決を目指します。

本学を中心とする産学官の共創プロジェクト「共生社会
をつくるアートコミュニケーション共創拠点」が、2021年
10月開始の「育成型」を経て、科学技術推進機構（JST）
「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」の「本格
型（共創分野）」に採択されました。

https://kyoso.geidai.ac.jp/

https://www.geidai.ac.jp/wp-content/uploads/2022/11/pressrelease20221111.pdf
https://kyoso.geidai.ac.jp/


令和4年度の主なTOPIC
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全研究科・専攻を跨いだ分野横断的な教育プログラムの新設
社会連携センターの主導により、寛永寺や丸の内地区、取手市等を拠点として、芸術と地

域社会を繋ぐ事業をプロデュースする人材の育成を目的とした「アーツプロジェクト実習」
を新たに開講し、49名の修了生に「文化芸術アソシエイツ」の称号を授与しました。
また、芸術情報センター(アートDXプロジェクト)による新たなプログラムとして、 「デジ

タル上野の杜」を活用して3Dスキャンやデジタル空間上での作品発表を学ぶワークショップ
等を開催しほか、大学の世界展開力強化事業における取り組みの一環として、海外連携大学
の教員・学生もまじえ、「SDGs×ARTs」をテーマとしたワークショップ「こねる・やく-手
仕事を通じた創造のエコロジー」を実施しました。

教育・研究

学部・研究科を越えた分野横断的な研究活動の推進
大学美術館の主導により、学内の様々な教員が所属の枠を超

えて協働するプロジェクトとして「買上展―藝大コレクション
展2023―」を実施しました。本取組では、大学美術館が管理す
る、本学が買い上げた学生制作品をテーマとする展覧会の開催
に向けて、美術学部・研究科ならびに音楽学部・研究科、映像
研究科の教員と共にワーキンググループを立ち上げ、作品選定、
展示方法の検討、作品解説の準備などを横断的な体制により実
施しました。

新たな拠点「国際交流棟」の整備
令和4年12月、本学の上野キャンパス内に、留学生と共に学び、

共に交流できる国際交流の拠点として、国際交流棟（Hisao＆
Hiroko TAKI PLAZA）の整備が完了しました。滝久雄・裕子夫妻
より寄附を受け、株式会社隈研吾建築都市設計事務所のデザイン
監修により建設された本施設は、木造と鉄骨造の混構造の5階建て
で、GEIDAI LIVING（学生食堂）、コミュニティサロン、コモン
スペース、茶室等を設けており、憩いの場、展示・演奏などの発
表、交流の場として自由に活動を展開することができます。
また、「共に藝（う）える」をコンセプトとして、様々なパブ

リック・アートが設置されています。整備完了後は、同拠点を活
用して、グローバルサポートセンターの主催による「Meet &
Greet Picnic」を毎週開催するなど、日本人学生と外国人留学生
による交流を促進しています。 国際交流棟（Hisao＆Hiroko TAKI PLAZA）外観

多様な芸術資源の保存・アーカイブ化に係る新たな全
学的体制として、未来創造継承センターを新設しました。
同センターは、絵画や楽曲といった作品はもとより、楽
器、記録、デジタルデータ、文書といった芸術資源や創
造の過程、文脈などもアーカイブ・保存・継承し、新た
な表現や概念の開拓へと持続的な循環を促すクリエイテ
ブ・アーカイブの実現を目的としています。

未来創造継承センターの新設

学内の各組織や地域とも連携体制を構築し、それを社会へと開き活用することで新たな表
現や概念の開拓につなげ、未来における芸術の役割を探求しており、その活動の一環として、
本学の芸術資源を活用した企画・表現等に係る共同研究企画を公募する「芸術資源活用プロ
ジェクト」を開始しました。

https://future.geidai.ac.jp/

https://future.geidai.ac.jp/


美術学部・研究科

受託研究収益 30

共同研究収益 0

受託事業等

収益 189

寄附金収益 118

施設費収益
279

補助金等収益 46

獲得

外部資金

財務情報

学部・研究科の実績

教育研究環境への投資状況 725 
主な内容 財源の内訳

・彫刻棟や取手校地共通工房棟の老朽化に伴い、改修
工事および設備更新を実施し、実習環境の改善に取り組
んでおります。

運営費交付金 1
授業料・その他自己収入 25
目的積立金等 187
寄付金 31
施設整備費 481
補助金 -

運営状況

費用 3,096 収益 3,229
教育経費 798 運営費交付金収益 1,486 外部資金の内訳

研究経費 165 学生納付金収益 1,255 受託研究収益 22

教育研究支援経費 0 外部資金 427 共同研究収益 0

受託研究他 114 自己収入 38 受託事業等収益 98

人件費 1,954 その他 23 寄附金収益 105

一般管理費 65 施設費収益 152

その他 0 補助金等収益 48

（単位：百万円、単位未満切り捨て）
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学内外の施設やオンラインを活用した教育研究成果の発信および実践的な教育機会の充実
民間企業や地方自治体等と連携した多数の展覧会やプロジェクトを実施するとともに、学

生にとっての社会実践の機会としても機能させました。

社会との共創

教育・研究
海外大学・機関のアーティスト・研究者の招聘による特別講義や実技指導等の実施
ポルトガルの若手建築家によるレクチャー等を開催したほか、イギリスのAAスクールの教

員によるワークショップでは、先方の大学からも20名の学生が参加し、議論やプレゼンテー
ションを全て英語で実施しました。

・中川特殊鉱株式会社の協力による天王洲セントラルタワー・アートホールでの展覧会
・アパレル商業施設ABAB UENOと協働によるデパートの各フロアにおける店舗や商品と
隣接する形式での美術作品の設置

・長野県東御市との連携事業「天空の芸術祭」
・青森県立美術館における「あおもりGYOMOプロジェクト」の一連の取組の成果発表
・ポーランド広報文化センターやMire Studioの協力によるポーランド・ヴロツワフ美術大学
との共同グループ展



音楽学部・研究科

財務情報

教育研究環境への投資状況 46 
主な内容 財源の内訳

・音楽学部教育棟の老朽化に伴って、施設長寿命化およ
び設備更新を実施し、実習環境の改善に取り組んでおり
ます。

運営費交付金 -
授業料・その他自己収入 22
目的積立金等 17
寄付金 7
施設整備費 -
補助金 -

運営状況

費用 2,150 収益 2,159
教育経費 469 運営費交付金収益 951 獲得外部資金の内訳

研究経費 50 学生納付金収益 986 受託研究収益 24

教育研究支援経費 2 外部資金 149 共同研究収益 3

受託研究他 40 自己収入 45 受託事業等収益 14

人件費 1,558 その他 28 寄附金収益 61

一般管理費 31 施設費収益 17

その他 0 補助金等収益 46

（単位：百万円、単位未満切り捨て）
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海外大学・機関のアーティスト・研究者の招聘による特別講義や実技指導等の実施
卓越教授や特別招聘教授を計８名誘致し、世界的な演奏家等からの指導の機会を確保しま

した。
学内外の施設やオンラインを活用した教育研究成果の発信および実践的な教育機会の充実
本学の奏楽堂等を活用し、各種有料演奏会、試験演奏会、学位審査演奏会等を開催したほ

か、学外の企業・団体等からの依頼に基づく演奏活動を多数実施するとともに、学生を派遣
する等の取組により、実践的な活動機会の充実を図りました。

社会との共創

教育・研究
海外大学・機関との交流プログラムの継続的な実施
新型コロナウイルス感染症の影響が依然としてある中、オンラインの活用も含めて国際交

流活動を段階的に再開し、海外一線級演奏家の招聘や演奏会での共演を実現しました。

・第72回チャリティーコンサート メサイア
令和4年12月22日 主催：朝日新聞厚生文化事業団、朝日新聞社

・藝大アーツイン丸の内2022 オープニング・イベント、三菱地所賞受賞記念リサイタル
令和4年10月17～23日 主催：三菱地所プロパティマネジメント株式会社

・アーティストinくろべ 青少年交流事業
令和4年10月2日 主催：富山県黒部市



映像研究科

財務情報

教育研究環境への投資状況 2
主な内容 財源の内訳

・国際交流に必要な機材を整備し、教育研究活動の充実
化に取り組んでおります。

運営費交付金 -
授業料・その他自己収入 -
目的積立金等 -
寄付金 -
施設整備費 -
補助金 2

運営状況

費用 488 収益 523
教育経費 138 運営費交付金収益 316 獲得外部資金の内訳

研究経費 35 学生納付金収益 116 受託研究収益 0

教育研究支援経費 0 外部資金 86 共同研究収益 0

受託研究他 14 自己収入 0 受託事業等収益 13

人件費 297 その他 5 寄附金収益 8

一般管理費 4 施設費収益 0

その他 0 補助金等収益 64

（単位：百万円、単位未満切り捨て）
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学内外の施設やオンラインを活用した教育研究成果の発信および実践的な教育機会の充実
キャンパスが所在する横浜市との連携により、横浜市役所のアトリウムを活用したアニ

メーションワークショップの開催や、神奈川区民文化センターでの修了作品上映会の実施、
赤レンガ倉庫、馬車道駅構内、Marine and Walkにおけるプロジェクションマッピングの受託
事業としての実施など、地域と連携した成果発信を推進しました。

海外大学・機関との交流プログラムの継続的な実施
日中韓国際アニメーション共同制作やフランス国立映画学校との共同ワークショップを実

施しました。

社会との共創

教育・研究
海外大学・機関のアーティスト・研究者の招聘による特別講義や実技指導等の実施
南カリフォルニア大学（USC）から卓越教授を招聘し、「映画学」や「ゲーム制作論」の

講義を開講しました。

社会人等を対象とした多様な教育・研修プログラムの実施
文化庁の「大学における文化推進事業」を活用し、「インターメディア型プロジェクト・

ベースド・ラーニング実践プログラム」を実施し、一般から募った研修生や博士後期課程学
生を主な対象に、様々な専門家やアーティストたちの招聘によるメディアや社会の特性を多
角的に理解するためのレクチャーを開講しました。



国際芸術創造研究科

財務情報 （単位：百万円、単位未満切り捨て）

教育研究環境への投資状況 9
主な内容 財源の内訳

・国際交流棟への移転・入居に伴い必要となる什器や機
材等を調達し、新たな教育研究環境の整備・充実化を行
いました。

運営費交付金 -
授業料・その他自己収入 -
目的積立金等 9
寄付金 -
施設整備費 -
補助金 -

運営状況

費用 161 収益 161
教育経費 17 運営費交付金収益 98 獲得外部資金の内訳

研究経費 40 学生納付金収益 31 受託研究収益 0

教育研究支援経費 0 外部資金 29 共同研究収益 0

受託研究他 0 自己収入 3 受託事業等収益 0

人件費 102 その他 0 寄附金収益 8

一般管理費 2 施設費収益 0

その他 0 補助金等収益 20
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社会との共創

教育・研究
海外大学・機関との交流プログラムの継続的な実施
本学の教員・学生が海外大学等を訪問して共同教育を行うアーツスタディ・アブロードプ

ログラム（ASAP）を活用し、学生７名を教員２名とともに韓国（ソウル、釜山）に派遣し、
韓国総合芸術学校と合同で共同研究会を開催したほか、釜山市内で開催された釜山ﾋﾞｴﾝﾅｰﾚの
視察及びアーティストやキュレーターとの交流を行いました。

海外大学・機関のアーティスト・研究者の招聘による特別講義や実技指導等の実施
サウサンプトン大学や香港シティ大学、ロンドン大学ゴールドスミスカレッジ等から顕著

な業績を有する研究者を招き、計７回の特別講演等を実施しました。

社会人等を対象とした多様な教育・研修プログラムの実施
文化庁の「大学における文化推進事業」を活用し、「すみだ川アートラウンド

ARTs✕SDGsでつながる隅田川流域の民間組織コレクティブ化構想」を推進しました。

学内外の施設やオンラインを活用した教育研究成果の発信および実践的な教育機会の充実
足立区、NPO法人音まち計画、アーツカウンシル東京などと連携し、多彩なアートプロ

ジェクトの企画・運営を行い、実践的な教育活動として学生が参加しました。



令和４事業年度決算

財務諸表等の概要

国立大学法人では、国民その他ステークホルダー（利害関係者）に対し財政状態や運営状況
に関する説明責任を果たし、自己の状況を客観的に把握する観点からの作成及び公表が義務付
けられています。ここでは、皆様に本学の財務状況をお伝えするために、令和４年度決算のポ
イントを説明します。

正式な財務諸表等は、こちら（東京藝術大学HP）に掲載されています。
https://www.geidai.ac.jp/information/info_public/legal/library_of_legalinfo#FinancialInfor
mation
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１．貸借対照表の概要

対前年度増減比率が大きい科目とその主な増減要因

※1 工具器具備品：補助金や目的積立金による機器の取得等により、前年度より増加している。

※2 現金及び預金：建物等の有形固定資産の取得による支出の増加により、前年度より減少し
ている。

※3 資産見返負債：国立大学会計基準改訂により資産見返負債の収益化を行ったため、0円ま
で減少している。

※4 寄附金債務：寄附金財源による執行額の増加により前年度より減少している。

※5 未払金：早期の予算執行に努めたことにより、前年度より減少している。

※6 前中期目標期間繰越積立金：第3期中期目標期間（平成28～令和3年度）における積立金
の繰越が承認されたこと等により、残高が増加している。
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）

科目 （令和３年度） 令和４年度 増減 増減比

資産の部 (71,077) 70,969 △ 108 0%

【主な科目】

土地 (37,292) 37,292 0 0%

建物・構築物 (20,674) 21,525 850 4%

工具器具備品 (548) 738 190 35%

図書 (1,479) 1,505 26 2%

美術品・収蔵品 (4,992) 5,006 13 0%

現金及び預金 (4,045) 3,128 △ 916 -23%

負債の部 (10,738) 6,050 △ 4,688 -44%

【主な科目】

資産見返負債 (4,225) 0 △ 4,225 -100%

長期前受収益 (1,851) 1,763 △ 88 -5%

運営費交付金債務 (0) 47 47 -

寄附金債務 (2,707) 2,067 △ 639 -24%

未払金 (1,238) 832 △ 406 -33%

純資産の部 (60,338) 64,918 4,579 8%

【主な科目】

前中期目標期間繰越積立金 (71) 803 732 1031%

当期未処分利益 (414) 5,068 4,653 1122%

※1

※2

※3

※4

※5

※6



２．損益計算書の概要

対前年度増減比率が大きい科目とその主な増減要因

※1 研究経費：前年度は第3期中期目標期間最終年度により運営費交付金財源による研究経費
の執行額が多額であったため、前年度比で減少している。

※2 受託研究費等、受託研究等収益等：前年度は大型の受託研究等の終了により受入額及び収
益化額が多額であったため、前年度比で減少している。

※3 一般管理費：大型の施設整備事業およびエネルギーコストの高騰等により、一般管理費執行
額が前年度より増加している。

※4 入場料収入、公開講座等収入： 前年度よりも教育・研究活動が活発化し、展覧会・演奏会・公
開講座等を概ね計画通り実施したため増加している。

※5 臨時利益：国立大学会計基準改訂による資産見返負債の収益化等により、前年度より増加し
ている。

13

（単位：百万円、単位未満切り捨て）
科目 （令和３年度） 令和４年度 増減額 増減比

経常費用 (9,071) 8,590 △ 481 -5%
【主な科目】
教育経費 (1,654) 1,747 92 6%
研究経費 (499) 410 △ 89 -18%
受託研究費等 (698) 374 △ 324 -46%
人件費 (5,350) 5,249 △ 101 -2%
一般管理費 (302) 400 98 32%

経常収益 (9,266) 9,608 342 4%
【主な科目】
運営費交付金収益 (5,158) 4,795 △ 362 -7%
学生納付金収益 (2,226) 2,447 221 10%
受託研究等収益等 (753) 390 △ 363 -48%
寄附金収益 (295) 1,131 836 283%
施設費収益 (128) 153 24 19%
補助金等収益 (247) 347 99 40%
入場料収入 (33) 66 33 99%
公開講座等収入 (52) 65 13 26%

経常利益 (194) 1,018 823 423%
臨時損失 (0) 11 10 1266%
臨時利益 (129) 3,948 3,818 2953%
前中期目標期間繰越積立金取崩額 (0) 113 113 -
当期総利益 (414) 5,068 4,653 1122%

※1

※2

※3

※2

※4

※4

※5
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経常費用の内訳 経常収益の内訳

３．有形固定資産

【施設】取得価格が増加していることから、投資が進んでいることが分かる。過年度より簿価・残存
度ともに減少傾向にあり、老朽化・陳腐化が進んでいるとされていたが、令和4年度においては大型
の施設整備事業により建物等を取得したため、簿価は増加し、残存度のポイントも下げ止まっている。

【設備】令和４年度においては、補助金や目的積立金による機器類の更新を進めたため、簿価・残
存度ともに増加しており、老朽化・陳腐化の進行については前年度比で改善傾向にあることが推測さ
れる。

（単位：百万円）

教育経費
20%

研究経費
5%

教育研究支援
経費
5%

受託研究費
2%

共同研究費
0%

受託事業費
2%

役員人件費
1%

教員人件費
48%

職員人件費
12%

一般管理費
5%

財務費用
0%

運営費交付金収益
50%

学納金収益
25%

入場料収益
1%

公開講座等収益
1%

受託関連収益
4%

寄附金収益
12%

施設費収益
2%

補助金等収益
4%

財産貸付料等収益
1%

版権料等収益
0% 物品等売

払収益
0%その他

0%

37,910 38,328 38,553 39,162 39,604 41,334 

22,856 22,274 21,552 21,185 20,674 21,525 

60% 58%

56% 54%

52%
52%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

施設（建物・構築物）の推移

取得価額 簿価 残存度（簿価／取得価額）

3,163 3,223 3,160 3,324 3,455 3,397 

816 662 544 525 548 738 

26%

21%
17% 16% 16%

22%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

設備（工具器具備品）の推移

取得価額 簿価 残存度（簿価／取得価額）



４．業務費
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５．教育経費・研究経費
教育経費は、令和元年度以降増加傾向に

ある。令和４年度については、建物の改修
工事やエネルギーコストの増加等の影響に
より執行額が増加した。

学生一人当たり教育経費については、近
年、同グループの７大学の平均を上回る傾
向にある。

令和３年度は、機能強化予算の執行や展
覧会関係委託費の増加等により執行額が
増加していたため、令和４年度は前年度比
で減少している。

教員一人当たり研究経費については、近
年、７大学平均を上回る傾向にある。

学生一人当たり教育経費：学生当たりの教育経費
であり、この数値が大きいほど学生一人当たりにか
けられた教育目的の物件費等が大きいことを示す。

7大学：文科系7大学（小樽商科大学、福島大学、筑波技
術大学、東京外国語大学、東京芸術大学、一橋大学、滋
賀大学）

教員一人当たり研究経費：常勤教員当たりの研究
経費であり、この数値が大きいほど教員一人当たり
にかけられた研究目的の物件費等が大きいことを
示す。

1,065 1,021 1,089 1,167 1,164 1,071 

4,094 4,158 4,181 4,051 4,060 4,103 

71 71 58 76 125 74 

372 379 498 307 217 162 
446 457 388 

340 481 
211 

428 514 340 
348 562

406 

567 443 335 
404 

499

410 

1,577 1,472 1,525 1,589 
1,654 

1,747 

8,622 8,519 8,416 8,285 
8,766 

8,187 

H29 H30 R1 R2 R3 R4

業務費の金額の推移

教育経費

研究経費

教育研究支
援経費
受託研究費
等
受託事業費

役員人件費

教員人件費

職員人件費

12% 12% 13% 14% 13% 13%

47% 49% 50% 49% 46% 50%

1% 1% 1% 1% 1% 1%

4% 4% 6% 4%
2%

2%5% 5%
5% 4%

5% 3%
5% 6% 4% 4% 6% 5%

7% 5% 4% 5% 6% 5%

18% 17% 18% 19% 19% 21%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

業務費の割合の推移

教育経費

研究経費

教育研究支
援経費
受託研究費
等
受託事業費

役員人件費

教員人件費

職員人件費

1,577 

1,472 
1,525 

1,589 
1,654 

1747

472 442 
461 478 

501 
527

H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 R4

教育経費の推移

教育経費（単位：百万円）

学生一人当たり教育経費（単位：千円）

7大学平均

567

443

335 
404 

499 

4104,138 

3,610 
3,210 3,277 

4142

2726

H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 R4

研究経費の推移

研究経費（単位：百万円）

教員一人当たり研究経費（単位：千円）

7大学平均

（単位：百万円）



６．人件費・一般管理費
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７．運営費交付金

令和４年度は、総額では前年度比で104百万円（約2.1%）減少している。運営費交付金（一般）では
161百万円（約3.6%）増加しており、うち123百万円は教育・研究基盤維持経費である。

1,065 1,021 1,089 1,167 1,164 1,071 

4,094 4,158 4,181 4,051 4,060 4,103 

71 71 58 76 125 74 
5,230 5,252 5,328 5,294 5,349 5,248 

61% 62%
63% 64%

61%
64%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

人件費の推移

役員人件費 教員人件費 職員人件費
人件費比率 7大学平均

令和４年度は役員の退職手当の
減少等により前年度比で人件費が
減少した。

他大学と比較すると、人件費比率
は近年、７大学平均を下回る傾向に
ある。

人件費比率：人件費が業務費に占める割
合を示す指標。この数値が高いほど、学
内の教育・研究等の業務が主に教職員等
の人材に依っていると解釈できる。

（単位：百万円）

254 
317 

380 
301 302 

400 
3.0%

3.7%

4.5%

3.6% 3.4%

4.9%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

一般管理費の推移

一般管理費 対業務費比率

（平成30年度分についてはPCB廃棄物処理費への支出255百万円を除いた金額を表示）
（令和2年度分については取手校地ライフライン再生工事に係る支出193百万円を除いた金額を表示）

一般管理費については、令和２年
度以降、コロナ禍による大学全体の
水道光熱費の減少の影響で減少傾
向にあったが、令和４年度は、エネル
ギーコストの高騰や建物の改修工事
の増加等の影響により執行額が増加
している。

4,163,679 4,121,586 4,092,913 4,276,142 4,337,342 4,379,708 4,540,857 

4,876,692 4,889,581 
5,111,355 4,999,665 5,010,969 4,948,047 4,843,709 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

運営費交付金措置額（追加配分含む）

運営費交付金（一般） 機能強化経費(~R3)
ﾐｯｼｮﾝ実現(R4~)

特殊要因経費

（単位：千円）
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８．外部資金

受託研究等の受入額について
は、大型の受託研究の増減によ
る影響が大きい。

令和４年度においては、受入
件数は増加しているものの、令
和３年度に大型の受託研究が
終了したことに伴い、受入額が
減少している。

９．受託研究等

受託事業等については、令和
２年度よりコロナ禍の影響等の
ため減少傾向にある。令和４年
度においては受入件数は増加し
ているものの、引き続き受入額
は減少している。

（単位：百万円）

460 
277 362 398 

239 361 

837 
824 

929 792 

564 364 

379 

297 
213 310 

264 400 

1,677 

1,398 
1,505 1,501 

1,068 1,126 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H29 H30 R1 R2 R3 R4

外部資金の推移

補助金
受託研究等
寄附金

（単位：百万円）

412
331 318 363

270
170

68
87 86

105

78

48

10

4

12

47

38
41

27 29
31

H29 H30 R1 R2 R3 R4

受託研究等の受入額・受入件数の推移

直接経費 間接経費 社団受入分総額 受入件数

309 338
442

277
189

121

47
67

82

45

26
24

28

69
53

92
112

115
72

77

100

H29 H30 R1 R2 R3 R4

受託事業等の受入額・受入件数の推移

直接経費 間接経費 社団受入分総額 受入件数

（単位：百万円）

（単位：百万円）



128 125 
158 145 141 136 

35 33 

43 
40 37 36 159 154

179 179 199
183

H29 H30 R1 R2 R3 R4

科研費の受入額・受入件数の推移

直接経費 間接経費 受入件数

10．寄附金

寄附金受入額については、クラウドファンディングの減少や大型の助成金の終了等により令和３年
度の受入額は減少していたが、令和４年度より増加に転じている。

寄附金収益については、国立大学会計基準改訂により固定資産分についても取得時に収益化す
ることとなった影響が大きく、加えて令和４年度においては寄附金財源で建物等を取得し、多額の収
益化を行ったことから大幅に増加している。

12．科研費 （単位：百万円）

11．補助金等

科研費の受入額及び受入件数については前年度比でやや減少傾向にある。また、国の科研費の
予算額は近年増加傾向となっている。

18

460 

277 

362 

398 

239 

361 

1,340 1,319 1,339 

2,774 

1,378 

918 

H29 H30 R1 R2 R3 R4

寄附金受入額の推移

金額 件数

366 322 261 321 295 

1,131 

4.3% 3.8% 3.1% 3.9% 3.4%

13.8%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

寄附金収益の推移

寄附金収益 対業務費比率

（単位：百万円）

379
297

213
310

264

400

11 8 9 8 
8 

11 

H29 H30 R1 R2 R3 R4

補助金等の受入額・受入件数の推移

受入額 受入件数

補助金等の受入額については大型の補
助金の有無等により毎年変動がある。令
和４年度は、国際化拠点整備事業費補助
金（大学の世界展開力強化事業等）の受
入の増加等により、受入額が増加した。

（単位：百万円）

2,284
2,336

2,372 2,374

2,487
2,533

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

H29 H30 R1 R2 R3 R4

国の科研費の予算額の推移

※日本学術振興会「科研費の予算額の推移」（2023年6月5日閲覧）
https://www.jsps.go.jp/file/storage/grants/j-grantsinaid/27_kdata/data/r04/1-
1_r4.pdf

（単位：百万円）



作成：国立大学法人東京芸術大学戦略企画課

〒110-8714 東京都台東区上野公園12-8

本財務報告書は、東京藝術大学ホームページに掲載しております。

URL：https://www.geidai.ac.jp/information/info_public/legal
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